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2020年基準のコアCPI上昇率は下方改定の可能性

差（2020年基準−2015年基準）
2020年基準（試算値）
2015年基準

（前年比）

（資料）総務省統計局「消費者物価指数」 （年・月）

１. 消費者物価指数は、8/20 の 2021 年 7 月分の公表時に 2015 年基準から 2020 年基準への基

準改定が実施される。 

２. 本日（7/9）、総務省統計局から公表された 2020 年基準の品目別ウェイト等をもとに新基

準の消費者物価上昇率を試算したところ、直近（2021 年 5 月）のコア CPI 上昇率（生鮮

食品を除く総合）は旧基準（2015 年基準）から▲0.3％下方改定された。旧基準のコア CPI

上昇率は 2021 年 5 月に 1 年 2 ヵ月ぶりのプラスとなったが、新基準ではマイナス圏の推

移が続いているという姿に改められる可能性が高い。 

３. 下方改定の主因は携帯電話通信料である。2020 年基準では、2021 年 4 月から大幅に下落

している携帯電話通信料のウェイトが高まり、2020 年平均で 85.4 まで低下していた指数

水準が 2020 年＝100 に引き上げられる（指数水準のリセット）。ウェイト効果とリセッ

ト効果により、携帯電話通信料のコア CPI 上昇率へのマイナス寄与は、2021 年 4、5 月

には 2020 年基準のほうが▲0.2％程度大きくなることが見込まれる。 

４. 2020 年基準のコア CPI 上昇率がプラスに転じるのは 2015 年基準から 3 ヵ月後の 2021 年

8 月となるだろう。上昇ペースの加速が見込まれるエネルギーのウェイトが低下したこ

ともあり、先行きも新基準の伸びは旧基準を下回る可能性が高い。現時点では、旧基準

のコア CPI は 2021 年末までに 1％台前半まで伸びを高めるが、新基準では 1％弱の伸び

にとどまると予想している。 

ニッセイ基礎研究所 2021-07-09 

消費者物価指数基準改定の影響試算
－コア CPI 上昇率はプラスからマイナスへ下方改

定の公算 
 

 

経済研究部 経済調査部長 斎藤  太郎 

(03)3512-1836  tsaito@nli-research.co.jp 



 

 

 

 

 

 

 

 

2｜               ｜Weekly エコノミスト・レター 2021-07-09｜Copyright ©2021 NLI Research Institute All rights reserved 

●消費者物価指数基準改定の影響試算 
 

消費者物価指数は、8/20 の 2021 年 7 月分（全国）の公表時に 2015 年基準から 2020 年基準への

基準改定が実施され、新基準による前年同月比が 2021 年 1 月に遡って公表される予定となってい

る1。 

前回の基準改定（2010 年基準→2015 年基

準）では、消費者物価上昇率の改定幅は小

さかったが、それ以前の基準改定時には上

昇率が過去に遡って大幅に下方改定される

こともあった。たとえば、消費者物価上昇

率（生鮮食品を除く総合、以下コア CPI）

は、2000 年基準から 2005 年基準への改定

時には▲0.5％程度、2005 年基準から 2010

年基準への改定時には▲0.6％程度（いずれ

も改定年次翌年 1～6 月の平均）下方改定さ

れた（図表１）。 

2015 年基準のコア CPI は 2021 年 5 月に前年比 0.1％と 1 年 2 ヵ月ぶりに上昇したが、プラス幅は

小さく基準改定の結果次第でマイナスに修正される可能性もある。そこで、本日（7/9）、総務省統

計局から公表された 2020 年基準の品目ウェイトをもとに、2020 年基準指数の上昇率を試算した。 

 

（基準改定の概要） 

今回の基準改定では、指数の基準時が 2015 年から 2020 年に更新される。ウェイトは通常、基準

年の品目別消費支出金額を基本として作成されるが、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、

今回の基準改定では 2019 年及び 2020 年の

平均 1 ヵ月 1 世帯当たり品目別消費支出金

額を基本として作成される。 

指数の採用品目については、家計消費支

出上の重要度等を踏まえ、30 品目が追加、

28 品目が廃止、10 品目が 5 品目に統合さ

れ、新基準の品目数は 582 品目（旧基準は

585 品目）となる（図表２）。そのほか、イ

ンターネット販売価格の採用拡大（例：航空

運賃、外国パック旅行費及び宿泊料につい

て、ウェブスクレイピングの技術を活用）、

モデル式の改定（カメラ、携帯電話通信料）、

公表系列の充実等（例：消費税調整済指数を

 
1 8/6には 2020年基準指数の 2020 年 1月から 2021 年 6月分の遡及結果が公表される（前年同月比は 2021年 1月以

降）。 
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図表１ 消費者物価上昇率（生鮮食品を除く総合）

基準改定による改定幅の推移

（注）各改定年次翌年1～6月の差（新基準・前年比－旧基準・前年比）の平均値

10大費目 　　　　　　　　追　加　品　目 　　　　　　廃　止　品　目
食料 シリアル ハンバーグ もち米 とうが

豚肉（輸入品） 冷凍ぎょうざ ゆで沖縄そば 果物缶詰
味付け肉 サラダチキン 塩辛 沖縄そば
カット野菜 おでん 豚肉B
アボカド ノンアルコールビール ポーク缶詰
ナッツ 宅配水 にがうり
無菌包装米飯 グレープフルーツ

住居 屋根修理費
家具・家事用品 ソファ 収納ケース 整理だんす 台所用密閉容器

クッション 漂白剤 室内時計 防虫剤
敷きパッド 毛布

被服及び履物 子供用ズボン（春夏物） 男児用ズボン
子供用ズボン（秋冬物） 女児用スカート

保険医療 軽度失禁用品 出産入院料
交通・通信 ドライブレコーダー 固定電話機
教育 幼稚園保育料（公立）

幼稚園保育料（私立）
教養娯楽 タブレット端末 ビデオカメラ 辞書

講習料（体育） 電子辞書 講習料（料理）
写真撮影代 記録型ディスク 写真プリント代

携帯型オーディオプレーヤー
諸雑費 クレンジング 葬儀料

美容液 学童保育料

（資料）総務省統計局「消費者物価指数2020年基準改定計画」

図表２　2020年基準指数追加廃止品目一覧
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参考値として公表、建物の経年変化を踏まえた家賃の品質調整に関する分析結果を参考資料として

公表）が実施される。 

 

2020 年基準のウェイト（実際には 2019・2020 年平均のウェイト）は、新型コロナウイルス感染

症の影響で家計の消費構造が大きく変化したことが反映されている。 

10 大費目別にウェイトの変化を確認すると、外出自粛の影響で「被服及び履物」、「教養娯楽」（宿

泊料、外国パック旅行費、入場・観覧・ゲーム

代など）のウェイトが低下する一方、巣ごも

り需要や感染予防への意識の高まりを背景に

「家具・家事用品」（ルームエアコン、ティッ

シュペーパーなど）、「保健医療」（マスク、入

浴剤など）のウェイトが上昇した。また、旅行

や出張の手控えによる交通（鉄道運賃、航空

運賃、タクシー代など）の低下を、自動車、通

信（携帯電話通信料、携帯電話機など）の上昇

が上回り、「交通・通信」のウェイトが上昇し

た。「食料」は、外食の急激な落ち込みを、内

食の需要増がカバーしたことから、ウェイト

がほとんど変わらかなかった（図表３）。 

 

（基準改定の試算結果） 

本日公表された 2020 年基準の品目別ウェイトをもとに、2020 年基準の消費者物価指数の試算を

行った。2020 年基準で新たに追加される品目の消費者物価指数は存在しないが、「小売物価統計調

査（総務省統計局）」では、2020 年 1 月から追加品目の価格調査が行われている。そこで、小売物

価統計の調査結果を加工することにより品目別の価格指数（2020 年=100）を作成した。2015 年基

準で存在する品目別価格指数は 2015 年=100 を 2020 年=100 に置き換えた上で、追加品目の価格指

数（試算値）とともに 2020 年基準の品目別

ウェイトで加重平均し、2020 年基準の消費

者物価指数を計算した2。 

 

このようにして求めた 2020 年基準の指数

を現行の 2015年基準と比較すると、コアCPI

上昇率は 2021 年 1～3 月はほとんど変わら

ないが、4、5 月は新基準のほうが▲0.3％低

くなった。2015 年基準では 2021 年 5 月に上

昇率が 1 年 2 ヵ月ぶりにプラスに転じたが、

2020 年基準ではマイナス圏の推移が続いて

 
2 基準改定の際には複数の品目でモデル式の改定が行われる。本日、総務省統計局からモデル品目の計算方法が公表さ

れたが、新基準の上昇率がどのように改定されるかは不明であるため、この試算には含まれていない。 

2015年基準 2020年基準 差
10  大  費  目 20年－15年

総合 10,000 10,000 0
（生鮮食品を除く総合） 9,586 9,604 18

食料 2,623 2,626 3
（うち生鮮食品） 414 396 ▲18

住居 2,087 2,149 62
光熱・水道 745 693 ▲52
家具・家事用品 348 387 39
被服及び履物 412 353 ▲59
保健医療 430 477 47
交通・通信 1,476 1,493 17
教育 316 304 ▲12
教養娯楽 989 911 ▲78
諸雑費 574 607 33

(資料）総務省統計局「消費者物価指数」

図表３  基準年変更に伴うウェイト（万分比）の変化
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図表４ 2020年基準のコアCPI上昇率は下方改定の可能性

差（2020年基準−2015年基準）
2020年基準（試算値）
2015年基準

（前年比）

（資料）総務省統計局「消費者物価指数」 （年・月）
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いるという姿に改められる可能性が高い（図表４）。 

新旧基準の差の内訳をみると、ウェイト効果は 2021 年 3 月まではゼロ％前後で推移していたが、

4，5 月には▲0.2％弱のマイナスとなった。リセット効果は一貫してマイナスだが、4 月、5 月とマ

イナス幅が拡大している。品目入替えの影響はほとんどなかった。2021 年 5 月の下方改定幅▲0.3％

のうち、▲0.19％がウェイト効果、▲0.13％がリセット効果、▲0.01％が品目入替えの影響である（図

表５）。 

 
 

（下方改定の主因は携帯電話通信料） 

下方改定の主因は携帯電話通信料である。携帯電話通信料は 2021 年 3 月までは小幅な上昇で推

移していたが、通信各社の大幅値下げにより 4 月が前年比▲26.5％、5 月が同▲27.9％の大幅下落と

なった。携帯電話通信料のウェイトは 2015 年基準の 230（万分比）から 271（万分比）へと引き上

げられた。このため、携帯電話通信料の低下によるコア CPI 上昇率へのマイナス寄与は旧基準より

も新基準のほうが大きくなる（ウェイト効果）。 

さらに、2015 年基準における携帯電話通信料の指数水準は 2020 年平均で 85.4（2015 年＝100）ま

で低下していたが、2020 年基準では 2020 年平均＝100 に引き上げられる。指数水準が上昇するこ

とによって携帯電話通信料の低下によるマイナス寄与が大きくなる（リセット効果）。 

携帯電話通信料のコア CPI 上昇率への寄与度の新旧差（2020 年基準－2015 年基準）は 2021 年 3

月まではほとんどなかったが、2021

年 4 月が▲0.19％、5 月が▲0.20％と

なり、コア CPI 上昇率下方改定の主

因となっている。その内訳は、2021

年 5 月時点ではウェイト効果が▲

0.10％、リセット効果が▲0.10％であ

る（図表６）3。 

 

（新基準によるコア CPIの見通し） 

先行きのコア CPI 上昇率を 2015 年基準で予想すると、原油価格上昇に伴うエネルギー価格の上

昇ペースが加速すること、食料品などで原材料価格上昇によるコスト増を転嫁する動きが広がるこ

とから、2021 年 5 月の 0.1％から上昇率が高まることが見込まれる。8～12 月は前年の「Go To トラ

 
3 携帯電話通信料はモデル式の改定が予定されているため、実際の基準改定時には携帯電話通信料の上昇率が改定され

ることによる影響が加わる。 

ｳｪｲﾄ効果 ﾘｾｯﾄ効果 品目入替え
2021年1月 ▲0.6% ▲0.6% ▲0.0% 0.01% ▲0.05% ▲0.00%
2021年2月 ▲0.4% ▲0.4% ▲0.0% 0.02% ▲0.07% 0.02%
2021年3月 ▲0.2% ▲0.1% ▲0.1% ▲0.02% ▲0.08% ▲0.01%
2021年4月 ▲0.4% ▲0.1% ▲0.3% ▲0.18% ▲0.15% ▲0.01%
2021年5月 ▲0.2% 0.1% ▲0.3% ▲0.19% ▲0.13% 0.01%

（資料）総務省統計局「消費者物価指数」

図表５　基準改定による影響の要因分解（生鮮食品を除く総合）

（前年同月比）

2020年基準 2015年基準 差

前年同月比
2015年基準 2020年基準 2015年基準 ｳｪｲﾄ効果 ﾘｾｯﾄ効果

2021年1月 2.8% 0.08% 0.06% 0.02% 0.01% 0.01%
2021年2月 2.8% 0.08% 0.06% 0.02% 0.01% 0.01%
2021年3月 1.9% 0.05% 0.04% 0.01% 0.01% 0.01%
2021年4月 ▲26.5% ▲0.74% ▲0.55% ▲0.19% ▲0.09% ▲0.10%
2021年5月 ▲27.9% ▲0.78% ▲0.58% ▲0.20% ▲0.10% ▲0.10%

（注）寄与度は対コアCPI上昇率

寄与度 寄与度の
差

図表６　下方改定の主因は携帯電話通信料
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ベル」による宿泊料の大幅下落の裏が出ることも押し上げ要因となるため、コア CPI は、2021 年末

にかけて 1％台前半まで伸びを高めだろう4。 

一方、2020 年基準のコア CPI も、今後上昇率が高まることは確実だが、足もとの水準がマイナス

となる可能性が高く、プラスに転じるのは 2021 年 8 月までずれ込む公算が大きい。新基準のコア

CPI の先行きを見る上で留意すべきは、携帯電話通信料によるマイナス寄与が旧基準よりも大きい

こと、宿泊料のウェイトが低下したことで、2021 年 8～12 月の押し上げ幅が旧基準における 2020

年 8～12 月の押し下げ幅よりも小さくなること、上昇ペースの加速が見込まれるエネルギー価格の

ウェイトが小さくなるため、エネルギー価格

によるコア CPI 上昇率への押し上げ寄与が

旧基準よりも小さくなることである。 

これらは、いずれも新基準の上昇率が旧基

準よりも小さくなる要因である。コア CPI 上

昇率の新旧乖離幅は足もと（2021 年 5 月）の

▲0.3％から先行きは▲0.4％まで広がる公算

が大きい。現時点では、2020 年基準のコア

CPI 上昇率は一貫して 2015 年基準の上昇率

を下回り、2021 年末の伸びは 1％弱にとどま

ると予想している（図表７）。 

 

 

 
4 2015年基準の指数は 2021年 12月分まで公表される。 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情

報提供が目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものでもありません。 
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図表７ コアCPI上昇率見通しの新旧比較

差（2020年基準－2015年基準）

旧（2015年基準）

新（2020年基準）

（注）21年5月までは旧基準が実績値、新基準が試算値
(年・月）

予測

(資料）総務省統計局「消費者物価指数」

（前年比）


